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第１ 概 要 

１ はじめに 

国・地方を通じた厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、財政の効率化・適正化を図る

ため、これまで「現金主義会計」を補完するものとして企業会計の考え方や手法を活用した「発

生主義会計」に基づく財務書類等の開示が推進され、近年、多くの地方公共団体が民間企業で用

いられる財務書類の作成に取り組んでいます。 

現行の「歳入歳出決算書」などのフローを中心とした現金主義の会計制度に加えて、発生主義、

複式簿記の考え方を用いた企業会計的手法の導入により、地方公共団体の財政状況をより的確に

把握、分析しようとするものであり、その目的は、財務書類を用いて効率的な行財政運営を目指

すとともに、ストックの概念を含めて財政状況について町民の方々により分かりやすく説明する

ことにあります。  

平成 18 年 8 月には総務省において「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指

針」が策定され、主として地方公共団体の資産・債務管理改革に資する観点から、「純資産変動

計算書」や「資金収支計算書」を加えた財務書類 4 表の作成とともに、公営事業会計や一部事務

組合、第三セクター等までを含めた連結ベースでの財務書類の整備の必要性が示されました。 

また、これと前後して、「新地方公会計制度研究会報告書」及び「新地方公会計制度実務研究

会報告書（以下、「実務研究会報告書等」という。）」が公表され、新しい基準に基づく地方公

会計のモデルが示されました。 

これを受けて、八頭町では平成 21 年度決算から、実務研究会報告書等で示された作成モデル

のうち、「総務省方式改訂モデル」に従って普通会計の財務書類 4 表（貸借対照表、行政コスト

計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の作成に取り組み、財政状況の把握、分析を行っ

てきました。 

  その後、「今後の新公会計の推進に関する研究会報告書（以下、「研究会報告書」）」（平成

26 年４月 30 日公表）により、発生主義や複式簿記の導入のほか、固定資産台帳の整備による客

観性、比較可能性を担保した「統一的な基準」による地方公会計の整備方針が示され、本町にお

いても、平成 28年度決算から「統一的な基準」による財務書類作成の取組を開始しました。 

２ 地方公会計制度の意義 

現行の我が国の公会計制度は、歳入歳出などの財政状況を明らかにし、財政上の責任を明確に

することを目的として設計されていることから、予算の執行や現金収支の把握には適したものと

なっています。その反面、「これまでに資産がどの程度形成されていて、その財源の内訳がどの

ようになっているのか」についての情報（ストック情報）が不十分であると指摘されています。

また、現金主義に基づく会計制度においては、現金支出以外に発生している行政コスト（減価償

却費など）を把握することができません。 

そこで、民間企業会計の発生主義の考え方を導入し、これらのストック情報やコスト情報を明

らかにすることを目的として「地方公会計制度」が導入されました。 
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  現在の「統一的な基準」による地方公会計の整備の推進では、財務状況の団体間比較やストッ

ク情報の「見える化」の実施が可能となり、公共施設マネジメントの推進など、地方公共団体の

限られた財源を「賢く使う」ことに資する取組が促進されるものと期待されているところです。 

また、平成 19 年 6 月には「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（以下、｢財政健全化

法｣という。)」が公布され、行財政運営における一層の透明性や説明責任が求められてきました。 

地方公会計制度に基づく財務書類の作成、分析を通じて、財政状況を町民の方々に分かりやす

く公表するとともに、財政面から見た本町の特徴を捉えることで課題を明らかにし、行政経営の

意思決定や資産・債務の適切な管理に活用していくことは、将来に向けて展望が持てる住み良い

まちづくりに資する点で大変意義があるものと考えられます。 

３ 財務書類の作成基準等 

(1) 作成モデル 

研究会報告書で示された「統一的な基準」により作成しました。 

(2) 作成基準日 

令和４年度末日（令和 5 年 3 月 31 日）を作成基準日としています。なお、出納整理期間（令和

5 年 4 月 1 日～令和 5 年 5 月 31 日）における収入支出については、作成基準日までに終了したも

のとして処理しています。 

(3) 対象会計（団体）の範囲 

① 一般会計等財務書類 

一般会計（歳計外現金を含む）と地方公営事業会計以外の特別会計を対象範囲としています。 

② 全体財務書類 

  一般会計等に地方公営事業会計を加えたものを対象範囲としています。 

なお、各財務書類において対象となる会計（団体）の詳細については、各財務書類の注記に記載

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

うち公営企業会計

　「財務書類作成の範囲」

特別会計

一般会計等

地方公共団体

一般会計

一部事務組合・広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等
地方公営事業会計

全体財務書類

連結財務書類

一般会計等財務書類
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４ 財務書類の見方と体系 

発生主義・複式簿記による財務書類（「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算

書」、「資金収支計算書」）は、現金主義・単式簿記の予算・決算情報を補完するものであり、発生

主義会計では、現金決済を伴わないコスト取引（非資金取引）が把握されます。例えば、建物や工作

物等は使用することや時間の経過によって徐々に価値は低下していきますが、その価値の減少を「減

価償却費」という形で把握します。また、退職手当については給料の後払いとしての性格があること

から、毎年度、前もって勤務期間にわたり「退職手当引当金繰入額」として把握します。このように

現金主義では見えにくい減価償却費、退職手当引当金繰入額といったコスト情報、資産・負債のス

トック情報の把握が可能となります。 

(1) 財務書類の体系 

財務書類には、以下で説明するとおり、 

① 会計年度末における資産及び負債の状況を明らかにする …「貸借対照表」 

② 業務実施に伴い発生した費用を明らかにする …「行政コスト計算書」 

③ 貸借対照表の純資産の変動要因を明らかにする …「純資産変動計算書」 

④ 資金の流れを区分別に明らかにする …「資金収支計算書」 

の４表とこれらに関連する事項の附属明細書があります。なお、下図の矢印は財務書類４表の

相互関係を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈 資 産 〉 〈 負 債 〉

 　・・・

 　・・・

 　・・・

 　・・・

 　・・・

 　・・・

 　・・・

 　・・・

 　現金預金

「財務書類4表の体系（関係）」

[ 純経常行政コスト ]

＋

[ 臨時収益 ]

＝

[ 臨時損失 ]

ー

＝

[ 期末資金残高 ]

＝

[ 期首資金残高 ]

＋

[ 本年度資金収支額 ]

【 貸借対照表 】 【 行政コスト計算書 】

ー

[ 経常収益 ]

＝

[ 経常行政コスト ]

〈 純資産 〉

[ 純行政コスト ]

【 資金収支計算書 】 【 純資産変動計算書 】

[ 期首純資産残高 ]

ー

[ 純行政コスト ]

 　・・・

[  収　入  ]

ー

[  支　出  ]

＋

±

[ 財源（税収等・国県等補助金）]

[ 資産評価差額 等 ]

＝

[ 期末純資産残高 ]
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（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
建物 損失補償等引当金
建物減価償却累計額 その他
工作物 流動負債
工作物減価償却累計額 1年内償還予定地方債
建設仮勘定 未払金

インフラ資産 未払費用
土地 前受金
建物 前受収益
建物減価償却累計額 賞与等引当金
工作物 預り金
工作物減価償却累計額 その他
建設仮勘定

物品 【純資産の部】
物品減価償却累計額 固定資産等形成分

無形固定資産 余剰分（不足分）
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

徴収不能引当金

貸借対照表
（ｎ+１年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

10,164,500 3,926,900
9,335,800 3,514,100
6,223,300 0
3,747,300 361,800

05,931,300
51,000△ 3,532,300

414,10081,300

4,341,000

0
33,800
10,500

△ 7,400
0
0

1,300

347,800
3,100

3,040,500
2,310,400

0
0

△ 2,250,900

109,900
△ 44,000
2,898,100

17,000

11,131,600
215,000

△ 4,137,700
△ 143,000

0

20,700
負債合計

828,700
49,600
4,500

45,100
0

700
75,100

709,300
0

709,300
0

6,993,900

△ 6,000

113,400
23,400

200
1,036,000

1,170,400

資産合計 負債及び純資産合計 11,334,900

857,900
178,100
△ 2,600

11,334,900
純資産合計

「行政サービスを提供するため

の公共施設等の固定資産」

「行政サービスに使用する現

金等の資産」

「将来世代の負担」

（例：地方債）

「過去・現役世代の負担」

「固定資産等形成分」

… 資産形成のために充当した

財源の蓄積（基金も含む）

「余剰分（不足分）」

… 消費可能な資源の蓄積

（例：現金預金等）

○ 臨時財政対策債、その他地方交

付税措置のある地方債の存在

… 将来の普通交付税の基準財政

需要額に算入される金額（後年

度に普通交付税措置される金額）

が負債金額に計上されている。

(2) 財務書類の見方 

① 貸借対照表 

「貸借対照表」は、会計年度末時点で地方公共団体が「どのような資産を保有しているの

か（資産保有状況）」と、「その資産がどのような財源で賄われているのか（財源調達状

況）」を対照表で示したものです。貸借対照表により、基準日時点における地方公共団体の資

産・負債・純資産といったストック項目の残高が明らかとなります。 

つまり、貸借対照表で示すことにより、「資産が地方債等による将来世代の負担によって

形成されたのか」、「税収等の過去又は現世代の負担によって形成されたのか」が明らかとな

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）資産の部 

地方公共団体の「資産」は、主に２種類のものから構成されています。 

１つは、「行政サービスの提供能力を有するもの」であり、道路等のインフラ資産や庁舎

等の事業用資産などが該当します。地方公共団体はこれらの資産を数多く所有しているため、

有形固定資産が資産の大半を占めているのが特徴であり、また、これらの資産は必ずしも売

却して現金化できるものではないことに留意が必要です。 

もう１つは、「将来、資金流入をもたらすもの」であり、基金や現金預金などが該当しま

す。 

（イ）負債と純資産 

「負債及び純資産」については、資産形成に対する財源として、「将来の世代が負担する

もの（負債）」と、「過去又は現世代が負担したもの（純資産）」に区分されます。 
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（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費 　

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

行政コスト計算書
自　　　ｎ年４月 １日

至　　ｎ+１年３月31日

科目 金額

3,100

3,548,400

1,668,400

498,100

428,000

33,800

3,100

33,200

1,101,300

864,500

30,300

203,400

93,400

69,000

45,400

0

23,600

1,880,000

625,500

893,700

355,900

4,900

166,600

73,200

3,381,800

0

3,300

3,300

3,380,600

2,100

0

2,100

0

0

0

人件費、物件費、移転費用（補助金）などを発生額で計上

「経常的に発生する費用」から、使用料・手数料といった「受益者負

担収益」を差し引くことで「純経常行政コスト」を算定

「臨時に発生する損失、利益」を加味して「純行政コスト（税を主と

する一般財源等で賄うべきコスト）」を算定

【着目する項目】

○ 減価償却費

… 1年間に消費した固定資産（償却資産）の金額を表

す項目であるが、住民の立場から見た場合、その金額

に見合う施設やインフラに関するサービスの提供を受け

たことを表すもの。

「負債」とは、将来、債権者に対する支払や返済により地方公共団体から資金流出をもた

らすものであり、「地方債」がその主たる項目です。なお、地方債には、臨時財政対策債を

はじめとする地方交付税措置のある地方債があり、将来の普通交付税の基準財政需要額に算

入される金額が負債の金額に含まれている（将来の基準財政需要額算入額は実質的には資金

流出がもたらされないものである）ことに留意が必要です。 

② 行政コスト計算書 

「行政コスト計算書」は、一会計期間において、「資産形成に結びつかない経常的な行政

活動に係る費用（経常的な費用）」と、「その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料

などの収益（経常的な収益）」を対比させたものです。 

「純経常行政コスト」は、地方公共団体の活動のために経常的に発生する人件費、物件費、

移転費用（補助金等）などの費用から、使用料、手数料等の受益者負担収益を差し引くことで

求められます。経常的な費用と収益の差額によって、地方公共団体の一会計期間中の行政活動

のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について、税収等で賄うべき行政コスト（純経

常行政コスト）が明らかにされます。 

「純行政コスト」は、「純経常行政コスト」に「臨時に発生する損失、利益」を加味した

ものです。 
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（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 11,029,300 △ 4,278,500

純行政コスト（△） 3,380,600

財源 3,614,000

税収等 2,578,400

国県等補助金 1,035,600

本年度差額 233,400

固定資産等の変動（内部変動） 92,600 △ 92,600

有形固定資産等の増加 251,500 △ 251,500

有形固定資産等の減少 △ 252,800 252,800

貸付金・基金等の増加 122,600 △ 122,600

貸付金・基金等の減少 △ 28,700 28,700

資産評価差額 △ 1,800

無償所管換等 11,500

その他 0 0

本年度純資産変動額 102,300 140,800

本年度末純資産残高 11,131,600 △ 4,137,700

233,400

純資産変動計算書
自　　　　　ｎ年　４月　１日

至　　　　ｎ+１年３月３１日

科目 合計

6,750,800

3,380,600

3,614,000

2,578,400

1,035,600

11,500

0

243,100

6,993,900

△ 1,800

純行政コストの金額に対して、税収及び国や県の補助金等受入の

金額がどの程度あるかを見ることにより、受益者負担以外の財源によ

りどの程度賄われているかを把握

【着目する項目】

○ 本年度差額

… 発生主義ベースでの収支均衡が図られているかを表す

項目。プラスであれば、現役世代の負担によって将来

世代も利用可能な資源を貯蓄したことを意味する一方、

マイナスであれば、将来世代が利用可能な資源を現役

世代が消費して便益を享受していることを表す。

③ 純資産変動計算書 

「純資産変動計算書」は、「貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、１年間

でどのように変動したか」を表すものです。 

「１年間の純行政コストの金額に対して、税収等及び国県等補助金の金額がどの程度ある

か」を比較することにより、「行政サービスの提供に必要となるコストが受益者負担以外の財

源によってどの程度賄われているのか」を把握することが可能です。 

（ァ）本年度差額 

純行政コストの金額と税収等及び国県等補助金の金額の差額は、「財政的な収支均衡が

図られているかどうか」を表しています。コストと収益の差額は、民間企業においては損

益や利益という形で示されることが想定されますが、それとは意味が異なる点に留意が必

要です。 

本年度差額がプラスの場合は、「現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を貯

蓄した」ことを意味する一方、マイナスの場合は、「将来世代が利用可能な資源を現世代

が消費して便益を享受している」ということを意味しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

④ 資金収支計算書 

「資金収支計算書」は、一会計期間の地方公共団体における取引を３つの主要な活動に分

類し、各活動に関する資金の収支状況を明らかにする書類です。「現金収支」については、現

行の歳入歳出決算書においても明らかにされますが、資金収支計算書においては、「業務活動

収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」という性質の異なる３つの活動に大別して記載

し、地方公共団体の資金が期首残高から期末残高へと増減した原因が明らかにされるのが特徴

です。なお、それぞれ活動の性格が異なるため、収支に係る評価の仕方も異なることに留意が

必要です。 
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（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

45,400

資金収支計算書
自　　　　　ｎ年４月　１日
至　　　　ｎ+１年３月３１日

科目 金額

3,373,700
1,493,700

534,000
898,200

0

16,100
1,880,000

625,500
893,700
355,900

4,900
3,768,700
2,605,200
1,000,400

73,500
89,600

0
0
0

323,500

395,000

201,400
92,500
29,600

0
0

68,800

27,200

28,400
300

4,900
0

前年度末資金残高 75,700
本年度末資金残高 102,900

35,200

本年度資金収支額

347,200

△ 254,700

△ 113,100

324,300
22,900

234,100
234,100

0

○ 経常的な活動に関する収支を集計

支出 … 人件費、旅費、需用費、補助金、扶助費 等

収入 … 税収、補助金収入、使用料・手数料 等

○ 投資的な活動に関する収支を集計

支出 … 公共事業や施設整備、基金積立、貸付金 等

収入 … 補助金収入、基金取崩、貸付金回収 等

○ 財務的な活動に関する収支を集計

支出 … 地方債償還 等

収入 … 地方債発行 等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ァ）業務活動収支 

「業務活動収支」は、「税収、補助金収入等の経常的な収入で、人件費、物件費等の経

常的な活動のための支出を賄えているかどうか」を表すものであり、「投資活動や財務活

動の余力があるか」を表すものです。業務活動収支は通常プラスになることが望ましく、

業務活動収支がマイナスの場合、財政的に良好ではないことがわかります。プラスの場合、

業務活動収支のプラスの範囲内で投資活動収支を賄い、さらには財務活動収支も賄うのが

一般的です。 

本年度差額がプラスの場合は、「現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を貯

蓄した」ことを意味する一方、マイナスの場合は、「将来世代が利用可能な資源を現世代

が消費して便益を享受している」ということを意味しています。 

（イ）投資活動収支 

「投資活動収支」は、「公共施設等の整備や基金の積立て、投資等の投資的な活動に関

する支出に対して、補助金や基金の取り崩しによるどれだけ充当したか」を表しています。

投資活動収支は資産形成等が行われればマイナスになることが多く、投資活動収支がプラ
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スの場合は、当年度に基金の取崩が行われたことや資産形成等がほとんどなかったことを

示すことが多いといえます。 

（ウ）財務活動収支 

「財務活動収支」は、当年度の地方債等の発行（収入）及び地方債等の償還（支出）の

状況を表しています。地方債の償還が進んでいる場合には、財務活動収支がマイナスとな

りますが、財務活動収支がプラスの場合は、地方債等が増加していることを示すため、今

後の地方債等の償還に可能となる収入が見込まれるか留意する必要があります。 
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第２ 財務書類 

１ 一般会計等財務書類 
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＜ 一般会計等財務書類における注記 ＞ 

 

1 重要な会計方針 
 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 
 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
 

(2) 出資金の評価基準及び評価方法 
 

① 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 
 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 
 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 30年～50年 

工作物 10年～30年 

物品 5年～15年 
 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 
 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取

引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 
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(4) 引当金の計上基準及び算定方法 
 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質

価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 
 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 
 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に

職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用

益のうち本町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 
 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 
 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当等について、それぞれ本会計年度の期間に対応

する部分を計上しています。 
 

(5) リース取引の処理方法 
 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総

額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が

僅少なもので、12か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 
 

(7) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と
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して計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

  なし 

 

3 重要な後発事象 

  なし 

 

4 偶発債務 

  なし 

 

5 追加情報 
 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

住宅資金特別会計 

墓地事業特別会計 

歳入歳出外現金 
 

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで

す。 

実質赤字比率 －（数値なし） 

連結実質赤字比率 －（数値なし） 

実質公債費比率 9.1％ 

将来負担比率 20.7％ 
 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 595,165千円 
 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 341,870千円 
 

(2) 貸借対照表に係る事項 
 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

・令和5年度予算において、財産収入として措置されている公共資産 

・売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

事業用資産 0円（0円） 

インフラ資産 0円（0円） 
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令和5年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっていま

す。 

上記の括弧内の金額は、貸借対照表における簿価を記載しています。 
 

② 減債基金に係る積立不足額 0円 
 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に

含まれることが見込まれる金額 12,112,255千円 
 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおり

です。 

標準財政規模 6,912,272千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,301,696千円 

将来負担額 17,705,736千円 

充当可能基金額 4,276,126千円 

特定財源見込額 152,499千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 12,112,255千円 
 

⑤ 臨時財政対策債現在高 3,560,403千円 

臨時財政対策債は、地方財政収支の不足額（国の地方交付税特別会計の財源不足）を補うた

め、地方交付税の代替財源として、地方公共団体が特例的に起こしてきた地方債です。その元

利償還金相当額については、全額を後年度地方交付税の基準財政需要額に算入することとされ

ています。 
 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 
 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
 

(4) 資金収支計算書に係る事項 
 

① 基礎的財政収支 66,921千円 
       

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 13,059,932千円 12,057,209千円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 70,742千円 70,315千円 

資金収支計算書 13,130,674千円 12,127,524千円 

地方自治法第233 条第1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているの

に対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金

収支計算書は一部の特別会計（住宅資金特別会計、墓地事業特別会計）の分だけ相違します。 
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③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 901,900千円 

一時借入金に係る利子額 0円 
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２ 全体財務書類 
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＜ 全体財務書類における注記 ＞ 

 

1 重要な会計方針 
 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 
 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
 

(2) 出資金の評価基準及び評価方法 
 

① 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 
 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 

① 販売用土地･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第4条第2 項各号

に掲げる方法 
 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 
 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 30年～50年 

工作物 10年～30年 

物品 5年～15年 
 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当町における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 
 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取

引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 
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･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 
 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 
 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質

価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 
 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 
 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に

職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用

益のうち本町へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 
 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 
 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当等について、それぞれ本会計年度の期間に対応

する部分を計上しています。 
 

(6) リース取引の処理方法 
 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総

額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 
 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が

僅少なもので、12か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含
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んでいます。 
 

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

  なし 

 

3 重要な後発事象 

  なし 

 

4 偶発債務 

  なし 

 

5 追加情報 
 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
 

① 全体財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

住宅資金特別会計 

墓地事業特別会計 

国民健康保険特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

簡易水道特別会計 

公共下水道特別会計 

農業集落排水特別会計 

宅地造成特別会計 

歳入歳出外現金 
 

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで

す。 

実質赤字比率 －（数値なし） 

連結実質赤字比率 －（数値なし） 

実質公債費比率 9.1％ 
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将来負担比率 20.7％ 
 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 595,165千円 
 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 441,985千円 
 

(2) 貸借対照表に係る事項 
 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

・令和5年度予算において、財産収入として措置されている公共資産 

・売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

事業用資産 0円（0円） 

インフラ資産 0円（0円） 

令和5年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっていま

す。 

上記の括弧内の金額は、貸借対照表における簿価を記載しています。 
 

② 減債基金に係る積立不足額 0円 
 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に

含まれることが見込まれる金額 12,112,255千円 
 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおり

です。 

標準財政規模 6,912,272千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,301,696千円 

将来負担額 17,705,736千円 

充当可能基金額 4,276,126千円 

特定財源見込額 152,499千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 12,112,255千円 
 

⑤ 臨時財政対策債現在高 3,560,403千円 

臨時財政対策債は、地方財政収支の不足額（国の地方交付税特別会計の財源不足）を補うた

め、地方交付税の代替財源として、地方公共団体が特例的に起こしてきた地方債です。その元

利償還金相当額については、全額を後年度地方交付税の基準財政需要額に算入することとされ

ています。 
 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 
 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
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(4) 資金収支計算書に係る事項 
 

① 基礎的財政収支 778,958千円 
 

② 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 1,393,900千円 

一時借入金に係る利子額 0円 
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連結 （単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 64,555,816 固定負債 18,165,566

有形固定資産 60,451,349 地方債等 15,973,780

事業用資産 22,431,565 長期未払金 595,165

土地 8,953,476 退職手当引当金 1,584,425

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 31,055,431 その他 12,197

建物減価償却累計額 △ 19,874,727 流動負債 2,152,747

工作物 4,584,194 1年内償還予定地方債等 1,923,129

工作物減価償却累計額 △ 2,290,121 未払金 27,746

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 359

浮標等 - 前受収益 250

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 136,885

航空機 - 預り金 64,115

航空機減価償却累計額 - その他 263

その他 - 20,318,313

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 3,310 固定資産等形成分 68,574,139

インフラ資産 37,803,832 余剰分（不足分） △ 18,213,243

土地 2,203,191 他団体出資等分 8,224

建物 1,449,111

建物減価償却累計額 △ 1,052,860

工作物 101,518,608

工作物減価償却累計額 △ 66,314,218

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 1,620,237

物品減価償却累計額 △ 1,404,286

無形固定資産 12

ソフトウェア 12

その他 -

投資その他の資産 4,104,456

投資及び出資金 109,501

有価証券 -

出資金 109,501

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 275,890

長期貸付金 38,578

基金 3,688,209

減債基金 -

その他 3,688,209

その他 5,008

徴収不能引当金 △ 12,730

流動資産 6,131,616

現金預金 1,778,848

未収金 61,737

短期貸付金 5,932

基金 4,275,550

財政調整基金 3,305,993

減債基金 969,557

棚卸資産 7,969

その他 1,580

徴収不能引当金 -

繰延資産 - 50,369,119

70,687,432 70,687,432

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

連結貸借対照表
（令和 5年 3月31日現在）

科目 科目

負債合計

 

３ 連結財務書類 
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連結 （単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

234,332

115,186

936

114,250

17,125,792

-

4,593,682

-

26,559

940,704

570,859

369,845

16,861,309

379,669

143,740

1,597

-

4,110,291

696,858

6,251,813

3,006,196

597,752

2,638,828

9,038

366,336

123,841

9,739

232,756

8,730,533

△ 4,025

連結行政コスト計算書
自　令和 4年 4月 1日

至　令和 5年 3月31日

科目 金額

17,802,013

9,071,480

2,453,332

1,623,613

136,885
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連結 （単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 69,202,688 △ 18,421,467 8,769

純行政コスト（△） △ 17,125,247 △ 545

財源 16,507,071 -

税収等 10,154,726 -

国県等補助金 6,352,345 -

本年度差額 △ 618,176 △ 545

固定資産等の変動（内部変動） △ 933,979 933,979

有形固定資産等の増加 1,613,802 △ 1,613,802

有形固定資産等の減少 △ 2,639,389 2,639,389

貸付金・基金等の増加 418,916 △ 418,916

貸付金・基金等の減少 △ 327,307 327,307

資産評価差額 552

無償所管換等 △ 54,589

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

比例連結割合変更に伴う差額 304,270 △ 52,383  

その他 55,196 △ 55,196

本年度純資産変動額 △ 628,549 208,224 △ 545

本年度末純資産残高 68,574,139 △ 18,213,243 8,22450,369,119

△ 54,589

-

-

251,887

-

△ 420,870

552

50,789,990

△ 17,125,792

16,507,071

10,154,726

6,352,345

△ 618,721

連結純資産変動計算書
自　令和 4年 4月 1日

至　令和 5年 3月31日

科目 合計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 41 - 

 

連結 （単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出 15,139,067

業務費用支出 6,408,383

人件費支出 2,460,423

物件費等支出 3,592,786

支払利息支出 123,841

その他の支出 231,332

移転費用支出 8,730,685

補助金等支出 4,110,291

社会保障給付支出 4,593,682

他会計への繰出支出 -

その他の支出 26,711

業務収入 16,755,252

税収等収入 10,074,660

国県等補助金収入 5,764,680

使用料及び手数料収入 572,425

その他の収入 343,486

臨時支出 143,899

災害復旧事業費支出 143,740

その他の支出 159

臨時収入 114,250

業務活動収支 1,586,535

【投資活動収支】

投資活動支出 2,147,470

公共施設等整備費支出 1,728,554

基金積立金支出 418,916

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 983,971

国県等補助金収入 587,665

基金取崩収入 321,375

貸付金元金回収収入 8,203

資産売却収入 936

その他の収入 65,791

投資活動収支 △ 1,163,499

【財務活動収支】

財務活動支出 1,877,537

地方債等償還支出 1,877,199

その他の支出 338

財務活動収入 1,518,823

地方債等発行収入 1,496,399

その他の収入 22,424

財務活動収支 △ 358,714

64,321

1,639,414

比例連結割合変更に伴う差額 △ 289

1,703,447

前年度末歳計外現金残高 88,215

本年度歳計外現金増減額 △ 12,854

比例連結割合変更に伴う差額 40

本年度末歳計外現金残高 75,401

本年度末現金預金残高 1,778,848

前年度末資金残高

本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　令和 4年 4月 1日

至　令和 5年 3月31日

科目 金額

本年度資金収支額
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＜ 連結財務書類における注記 ＞ 

 

1 重要な会計方針 
 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 

イ 昭和60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。 
 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

なお、一部の連結対象団体（地方三公社、一般財団法人、株式会社）においては、原則、取

得原価としています。 
 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 
 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 
 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定。） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 
 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 
 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 

① 原材料、商品等･････････個別法による低価法 

ただし、一部の連結対象団体においては、最終仕入原価法によっています。 
 

② 販売用土地･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第4条第2 項各号

に掲げる方法 
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(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 
 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 30年～50年 

工作物 10年～30年 

物品 5年～15年 

    ただし、一部の連結対象団体においては、定率法によっています。 
 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。） 
 

③ リース資産 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が1年以内のリース取

引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法 
 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 
 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質

価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 
 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度

額によっています。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上してい

ます。 
 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に

職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用

益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産

の見込み額に基づき計上しています。 
 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 
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⑤ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当等について、それぞれ本会計年度の期間に対応

する部分を計上しています。 
 

(6) リース取引の処理方法 
 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総

額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
 

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が

僅少なもので、12か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 
 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体については税抜方式によっています。 
 

(9) 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 

決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決

算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差異が３か月を超える

連結対象団体（会計）については仮決算を行っています。 
 

(10) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と

して計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

  なし 

 

3 重要な後発事象 

  なし 
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4 偶発債務 

  なし 

 

5 追加情報 
 

(1) 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 
連結の 

方法 

比例連結 

割合 

鳥取県東部広域行政管理組合 

（一般会計） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 8.22％ 

鳥取県東部広域行政管理組合 

（因幡ふるさと振興事業費特別会計） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 10.78％ 

鳥取県町村総合事務組合 

（消防災害補償事業） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 7.403％ 

鳥取県町村総合事務組合 

（退職手当事業） 
一部事務組合・広域連合 

みなし 

連結 
－ 

鳥取県町村総合事務組合 

（非常勤災害補償事業） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 10.726％ 

鳥取県後期高齢者医療広域連合 

（一般会計） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 3.34％ 

鳥取県後期高齢者医療広域連合 

（後期高齢者医療特別会計） 
一部事務組合・広域連合 比例連結 3.34％ 

八頭町土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

(一財)八頭町農業公社 第三セクター等 全部連結 － 

八東地域振興㈱ 第三セクター等 全部連結 － 

若桜鉄道㈱ 第三セクター等 比例連結 32.65％ 
 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としてい

ます。 

  鳥取県町村職員退職手当組合（一般会計）については、一定の要件に該当する退職手当組合

であるため、貸借対照表に本町の持分相当の退職手当に係る基金及び退職手当準備金を計上し

て連結したものとみなす処理を行っています。 
 

② 地方三公社は、すべて全部連結の対象としています。 
 

③ 第三セクター等は、出資割合等が50％を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務

運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としてい

ます。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等につ

いては、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合

が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象として

いない場合があります。 

  なお、若桜鉄道㈱については、本町の出資割合が32.65％と25％を超えていますが、若桜町

（出資割合32.75％）と本町のいずれの町が業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団

体か特定することができないため、本町の出資割合により比例連結を行っています。 
 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
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なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）と

の間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして

調整しています。 
 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳 

売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

・令和5年度予算において、財産収入として措置されている公共資産 

・売却予定とされている公共資産 

イ 内訳 

事業用資産 0円（0円） 

インフラ資産 0円（0円） 

令和5年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっています。 

上記の括弧内の金額は、貸借対照表における簿価を記載しています。 
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第３ 指標の算出 

統一的な基準により作成した財務書類の数値に基づき、以下のとおり各指標を算出しました。なお、

本町における経年での比較はもとより、類似団体平均値との比較を行うため、「一般会計等財務書類」

の数値を使用して各指標を算出しています。 

１ 資産の状況 

(1) 住民一人当たり資産額（万円） 

「資産額」を「住民基本台帳人口」で除して住民一人当たり資産額を算出することにより、他団

体との比較が容易になります。 

 

 

 
 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 資産合計（万円） 5,256,734 5,131,698 5,032,284 4,994,514 4,934,483 △ 60,031

 人口（人） 17,233 16,920 16,711 16,412 16,113 △ 299

 住民一人当たり資産額（万円） 305 .0 303 .3 301 .1 304 .3 306 .2 1 .9

 類似団体平均値 243 .3 241 .3 227 .6 238 .9 ―

 類似団体平均値との比較 61 .7 62 .0 73 .5 65 .4 ―
 

(2) 歳入額対資産比率（年） 

当該年度の「歳入総額に対する資産」の比率を算出することにより、「これまでに形成されたス

トックとしての資産が、歳入の何年分に相当するか」を表し、地方公共団体の「資産形成の度合

い」を把握することができます。 

 

 

 
 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 資産合計（百万円） 52,567 51,317 50,323 49,945 49,345 △ 600

 歳入総額（百万円） 11,747 11,477 13,466 13,461 13,131 △ 330

 歳入額対資産比率（年） 4 .47 4 .47 3 .74 3 .71 3 .76 0 .05

 類似団体平均値 4 .00 4 .13 3 .18 3 .58 ―

 類似団体平均値との比較 0 .47 0 .34 0 .56 0 .13 ―
 

 

 

　○ 「住民一人当たり資産額」  ＝  「資産合計」  ÷  「住民基本台帳人口」

算 定 式

　○ 「歳入額対資産比率」  ＝  「資産合計」  ÷  「歳入総額」

算 定 式
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(3) 有形固定資産減価償却率（％） 

「有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合」を算出すること

により、「耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのか」を全体として把握するこ

とができます。 

 

 

 
 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 減価償却累計額（百万円） 62,837 64,937 66,965 68,917 70,850 1,933

 有形固定資産（百万円）（※） 96,616 97,735 98,626 99,859 101,147 1,288

 有形固定資産減価償却率（％） 65 .0 66 .4 67 .9 69 .0 70 .0 1 .0

 類似団体平均値 64 .9 66 .4 66 .2 65 .5 ―

 類似団体平均値との比較 0 .1 0 .0 1 .7 3 .5 ―
 

２ 資産と負債の比率 

(1) 純資産比率（％） 

純資産の変動は、「将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動した」ことを意味しま

す。 たとえば、純資産の増加は、「過去及び現世代の負担によって将来世代も利用可能な資源を

蓄積した」ことを意味する一方、純資産の減少は、「将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代

が費消して便益を享受している」と捉えることができます。 固定資産等形成分及び余剰分（不足

分）の内訳にも留意する必要があります。 

 

 

 
 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 純資産（百万円） 39,102 38,197 36,770 35,689 34,861 △ 828

 資産合計（百万円） 52,567 51,317 50,323 49,945 49,345 △ 600

 純資産比率（％） 74 .4 74 .4 73 .1 71 .5 70 .6 △ 0.9

 類似団体平均値 73 .8 73 .6 72 .8 74 .8 ―

 類似団体平均値との比較 0 .6 0 .8 0 .3 △ 3.3 ―
 

 

 

 

「減価償却累計額」

「有形固定資産合計」  －  「土地等の非償却資産」  ＋  「減価償却累計額」
　○ 「有形固定資産減価償却率」  ＝

算 定 式

　○ 「純資産比率」  ＝  「純資産」  ÷  「資産合計」

算 定 式
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 (2) 将来世代負担比率（％）（社会的資本等形成の世代間負担比率） 

「有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共資

産等形成充当負債の割合）」を算定することにより、「社会資本等形成に係る将来世代の負担の程

度」を把握することができます。 

 

 

 

 
 

   

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 地方債残高（百万円）（※） 7,760 7,740 8,074 8,989 9,359 370

 有形・無形固定資産合計（百万円） 44,557 43,552 42,409 41,692 41,071 △ 621

 将来世代負担比率（％） 17 .4 17 .8 19 .0 21 .6 22 .8 1 .2

 類似団体平均値 15 .1 15 .5 16 .5 16 .2 ―

 類似団体平均値との比較 2 .3 2 .3 2 .5 5 .4 ―

 ※ 臨時財政対策債等の特例地方債の残高を控除した後の額  

３ 行政コストの状況 

(1) 住民一人当たり行政コスト（万円） 

行政コスト計算書で算出される「行政コスト」を「住民基本台帳人口」で除して住民一人当た

り行政コストとすることにより、行政活動の効率性を見ることができます。 

 

 

 
 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 純行政コスト（万円） 1,019,845 993,499 1,268,421 1,144,013 1,102,708 △ 41,305

 人口（人） 17,233 16,920 16,711 16,412 16,113 △ 299

 住民一人当たり行政コスト（万円） 59 .2 58 .7 75 .9 69 .7 68 .4 △ 1.3

 類似団体平均値 46 .5 47 .8 65 .2 53 .5 ―

 類似団体平均値との比較 12 .7 10 .9 10 .7 16 .2 ―
 

 

 

 

 

 

　 　　 「地方債残高（※）」

　 「有形・無形固定資産合計」　　　　　　　　　　　　　　　　  （※　臨時財政対策債等の特例地方債を除く）

　○ 「将来世代負担比率」

　　（社会資本の世代間負担比率）
 ＝

算 定 式

　○ 「住民一人当たり行政コスト」  ＝  「純行政コスト」  ÷  「住民基本台帳人口」

算 定 式
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４ 負債の状況 

(1) 住民一人当たり負債額（万円） 

「負債額」を「住民基本台帳人口」で除して住民一人当たり負債額を算出することにより、他団

体との比較が容易になります。 

 

 

 
 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 負債合計（万円） 1,346,560 1,311,982 1,355,288 1,425,609 1,448,380 22,771

 人口（人） 17,233 16,920 16,711 16,412 16,113 △ 299

 住民一人当たり負債額（万円） 78 .1 77 .5 81 .1 86 .9 89 .9 3 .0

 類似団体平均値 63 .7 63 .7 61 .9 60 .4 ―

 類似団体平均値との比較 14 .4 13 .8 19 .2 26 .5 ―
 

(2) 基礎的財政収支（百万円） 

「資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く。）及び投資活動収支の合算額」を算

出することにより、「地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバ

ランスを示す指標」となり、当該バランスが均衡している場合には、「経済成長率が長期金利を下

回らない限り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営が実現できてい

る」と捉えることができます。 

ただし、基礎的財政収支は国の財政健全化目標にも用いられていますが、地方の場合は国とは異

なって、「建設公債主義」等がより厳密に適用されており、原則として赤字公債に依存することが

できないため、国と地方で基礎的財政収支を一概に比較すべきでない点に留意が必要です。 

 

 

 

 
 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 業務活動収支（百万円）（※1） 785 917 972 828 1,136 308

 投資活動収支（百万円）（※2） △ 793 △ 902 △ 861 △ 1,175 △ 1,069 106

 基礎的財政収支（百万円） △ 8 15 111 △ 347 67 414 .0

 類似団体平均値 △ 585 △ 112 212 621 .0 ―

 類似団体平均値との比較 577 127 △ 101 △ 968 .0 ―

 ※1 支払利息支出を除く。

 ※2 基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。  

　○ 「基礎的財政収支」  ＝  「業務活動収支（※1）」  ＋  「投資活動収支（※2）」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※1　支払利息支出を除く）　　（※2　基金積立金支出・基金取崩収入を除く）

算 定 式

　○ 「住民一人当たり負債額」  ＝  「負債合計」  ÷  「住民基本台帳人口」

算 定 式
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５ 受益者負担の状況 

(1) 受益者負担比率（％） 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額を表

すため、これを経常費用と比較することにより、「行政サービス提供に対する直接的な負担の割

合」を算出することができます。 

 

 

 

 

  

項目 H30 R1 R2 R3 R4
対前年度

増減

 経常収益（百万円） 197 205 207 208 216 8

 経常費用（百万円） 9,941 9,954 12,241 11,261 10,972 △ 289

 受益者負担比率（％） 2 .0 2 .1 1 .7 1 .8 2 .0 0 .2

 類似団体平均値 4 .6 4 .2 3 .5 4 .6 ―

 類似団体平均値との比較 △ 2.6 △ 2 .1 △ 1 .8 △ 2 .8 ―
 

 

　○ 「受益者負担比率」  ＝  「経常収益」  ÷  「経常費用」

算 定 式


